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障害者支援施設における感染拡大防止と発生時の対応について 

 

 

障害者支援施設における新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止について

は、「社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点について」（令和２

年３月６日厚生労働省健康局結核感染症課ほか連名事務連絡）等においてお示

ししてきたところですが、障害者支援施設における大規模な感染事例が発生し

ている状況を踏まえ、改めて感染拡大防止の取組の徹底をお願いいたします。 

管内の障害者支援施設に対して周知をお願いするとともに、都道府県におか

れては、管内市町村（特別区を含む。）に対する周知をお願いいたします。 

 

（１）新型コロナウイルス感染症の感染やその拡大を防ぐための対応 

・ 新型コロナウイルスの感染拡大防止の観点から、職員や面会者等への

対応と利用者への対応における留意点を「社会福祉施設等（入所施設・

居住系サービスに限る。）における感染拡大防止のための留意点について」

（令和２年２月 24 日厚生労働省健康局結核感染症課ほか連名事務連絡）

（以下「２月 24 日事務連絡」という。）において周知しているので、参

照いただきたい。（参考１） 

・ 職員が新型コロナウイルスに感染する事例が報告されていることから、

感染リスクの高い場所を避けるよう「社会福祉施設等に職員に対する新

型コロナウイルス集団発生防止に係る注意喚起の周知について」（令和２

年３月 25 日厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合対策室ほか連名事

務連絡）において周知しているので、参照いただきたい。（参考２） 



 

（２）新型コロナウイルスへの感染が疑われる施設利用者等への対応 

・ 感染が疑われる利用者や濃厚接触が疑われる利用者は、原則として、

まず個室に移すことや協力医療機関への相談、「帰国者・接触者相談セン

ター」への電話連絡等、感染が疑われる者が発生した場合の留意事項を

「２月 24 日事務連絡」及び「社会福祉施設等における感染拡大防止のた

めの留意点について」（令和２年３月６日厚生労働省健康局結核感染症課

ほか連名事務連絡）において周知しているので、参照いただきたい。（参

考３－１、２） 

 

また、実際に施設利用者又は職員が新型コロナウイルス感染症に感染した場

合、速やかに感染した利用者を個室に移すことや、医療機関との連携などの対

応が必要になることから、（２）への対応とあわせて、実際に障害者支援施設

で生じた場合を想定し、具体的な対応を検討しておくことが適当です。 

なお、実際に施設利用者又は職員が新型コロナウイルス感染症に感染した場

合の具体的な対応の流れについては別途お示しします。 



１ 職員等への対応について 
（１） 「社会福祉施設等における新型コロナウイルスへの対応について」（令

和２年２月１３日厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課ほか連名事務連絡）

の留意事項（１）でお示ししたとおり、職員、子ども、障害者や高齢者の

みならず、面会者や委託業者等、職員などと接触する可能性があると考え

られる者含めて、マスクの着用を含む咳エチケットや手洗い、アルコール

消毒等により、感染経路を断つことが重要であり、「高齢者介護施設におけ

る感染対策マニュアル改訂版」等を参照の上、対策を徹底すること。 

 

（２）職員は、各自出勤前に体温を計測し、発熱等の症状が認められる場合には

出勤を行わないことを徹底すること。なお、過去に発熱が認められた場合に

あっては、解熱後２４時間以上が経過し、呼吸器症状が改善傾向となるまで

は同様の取扱いとする。なお、このような状況が解消した場合であっても、

引き続き当該職員の健康状態に留意すること。 

   該当する職員については、管理者に報告し、確実な把握を行うよう努める

こと。 

   ここでいう職員とは、利用者に直接介護サービスや障害福祉サービス等

を提供する職員だけでなく、事務職や送迎を行う職員等、当該事業所のすべ

ての職員やボランティア等を含むものとする。 

  

（３）面会については、感染経路の遮断という観点で言えば、可能な限り、緊急

やむを得ない場合を除き、制限することが望ましい。少なくとも、面会者に

対して、体温を計測してもらい、発熱が認められる場合には面会を断ること。 

  

（４）委託業者等についても、物品の受け渡し等は玄関など施設の限られた場所

で行うことが望ましく、施設内に立ち入る場合については、体温を計測して

もらい、発熱が認められる場合には入館を断ること。 

 

（５） なお、新型コロナウイルス感染症への対応等により一時的に人員基準を

満たすことができなくなる場合等については、「新型コロナウイルス感染症

にかかる介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて」（令

和２年２月１７日厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか連名事務

連絡）等により柔軟な取扱いが可能とされているので、同事務連絡を参照さ

れたい。 
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参考１　令和２年２月24日社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスに限る。）　における感染拡大防止のための留意点について（抄）



２ 利用者への対応について 

（１）高齢者、基礎疾患（糖尿病、心不全、呼吸器疾患）を抱える者又は妊婦に

ついては、３７．５℃以上又は呼吸器症状が２日以上続いた場合には、保健

所等に設置されている「帰国者・接触者相談センター」に電話連絡し、指示

を受けること。これら以外の者は、３７．５℃以上又は呼吸器症状が４日以

上続いた場合には、保健所等に設置されている「帰国者・接触者相談センタ

ー」に電話連絡し、指示を受けること。 

 

（２）症状が継続している場合や、医療機関受診後、診断結果の確定までの間に

ついては、「高齢者介護施設における感染対策マニュアル（改訂版）」の P50

からのインフルエンザの項での対応も参考としつつ、感染拡大に留意する

こと。 

具体的には、 

・疑いがある利用者を原則個室に移すこと。 

・個室が足りない場合については同じ症状の人を同室とすること。 

・疑いのある利用者にケアや処置をする場合には、職員はサージカルマス

クを着用すること。 

   ・罹患した利用者が部屋を出る場合はマスクをすること。 

  など。 

 

（３）疑いがある利用者とその他の利用者の介護等に当たっては、可能な限り、

担当職員を分けて対応すること。 

  



 

19 日新型コロナウイルス感染症対策専門家会議）が公表され、その中でも、「高

齢者や持病のある方に接する機会のある、医療、介護、福祉ならびに一般の事

業者で働く人は一層の感染対策を行うことが求められます。発熱や感冒症状の

確認ならびに、感染リスクの高い場所に行く機会を減らすなどの対応が当分の

間求められます。これまでの国内外の感染例でも、家庭内での感染の拡大はよ

くみられています。同居の家族、特に、そのご家庭の高齢者を訪問される際に

は、十分な体調確認を行った上で、高齢者の方と接していただくようにしてく

ださい。」とされたところである。 

集団感染の共通点は、特に、「換気が悪い密閉空間」、「多数が集まる密集場所」、

「間近で会話や発生をする密接場面」とされており、社会福祉施設等の職員に

おいては、別紙「「密」を避けて外出しましょう！」も踏まえ、換気が悪く、人

が密に集まって過ごすような空間に集団で集まることを避ける等の対応を徹底

いただけるよう、管内の社会福祉施設等に対する周知をお願いするとともに、

都道府県においては、管内市町村（特別区を含む。）に対する周知をお願いした

い。  
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（参考２）　社会福祉施設等職員に対する新型コロナウイ　ルス集団発生に係る注意喚起の周知について



（別紙）
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